
原子力安全庁（仮称）の組織（案） 

 

 

 

 

 

 

                        

長   官 

 

   次    長 

 

   緊急事態対策監 

･･･緊急時対応の統括（オンサイト対策等） 

   審  議  官 （３） 

 

原子力地域安全総括官 

   ･･･災害時の住民の安全確保対策（オフサイト対策） 

 

   総務課（４５人） 

･･･総務、人事、会計、研修、訴訟対応 
  

規制評価・広報広聴課（２０人） 

･･･規制実施状況等の自己評価、広報、原子力安全調査委員会の事務局機能 
   

国際課（１１人） 

･･･IAEA 等国際機関との連携強化、諸外国との協力 
    

技術基盤課（２２人） 

･･･安全規制に関する指針・基準の策定等 
  

原子力防災課（８６人） 

･･･防災体制の構築、緊急時の初動対応、核物質防護業務 
  

監視情報課（１０人） 

･･･放射線モニタリングの司令塔機能、関連システムの活用業務 
 

  安全規制管理官（５）（２６７人） 

･･･原子炉のタイプ（沸騰水型原子炉、加圧水型原子炉、試験研究炉等）や活動・事業の 

種別（再処理、廃棄物処理、貯蔵等）に応じた審査・検査、地震・津波安全対策 
 

  参事官（健康管理）（１２人） 

･･･福島県が実施する県民健康管理調査の支援、放射線の健康影響に関する調査研究等 

原子力安全庁 

環境省 

地方環境事務所 

環境・原子力安全課 

･･･「環境対策課」に業務を追加し、名称を変更 

地域原子力安全連絡調整官（５） 

〔地方支分部局〕 

原子力安全調査委員会 

放射線審議会 
定員：４８０人 
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